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平成２３年度 第１回 人間文化研究機構経営協議会議事概要

○日 時 ： 平成２３年６月１３日（月） １０：００～１２：１５

○場 所 ： 自然科学研究機構及び情報・システム研究機構合同会議室

○出席者 ： 金田機構長、石上、猪木、今西、岩男、大原、小野、影山、栗城、後藤、

栄原、須藤、高村、立本、中尾、平川、平田、藤井、宮崎の各委員

○陪席者 ： 大﨑機構長特別顧問、広渡監事、駒形監事、歴博管理部長、国文研管理部

長、国語研管理部長、日文研管理部長、地球研管理部長、民博管理部長、

事務局総務課長、同企画課長、同財務課長、同施設課長、同企画課課長補

佐、同財務課財務係長

○概 要 ：

１． 議事に先立ち、事務局から、本会議開催にあたり定足数を満たしている旨の報告が

あった後、配付資料の確認がなされた。

２．議 事

（前回議事概要）

機構長から、持ち回り審議とした前回経営協議会について、全ての審議事項が承認２２

票・否認０票で承認されたことが報告された。あわせて、震災直後の大変な時期にもかか

、 、 。わらず 審議にご協力いただいたこと 貴重なご意見をいただいたことへのお礼があった

前回経営協議会で今回改めて報告するとしていた「総合研究推進委員会の進捗状況につ

いて 「平成２２年度監事監査について」は、後程、報告事項の中で取扱う旨の説明があ」、

った。

、 、 。今回経営協議会議事概要について 猪木委員 後藤委員が議事概要署名人に選出された

（審議事項）

（１）平成２２事業年度に係る業務の実績に関する報告書（案）について

中尾理事から、資料１に基づき、平成２２事業年度に係る業務の実績に関する報告書

（案）について、

・ 全体的な状況」の概要として、教育研究職員の勤務評定の早期実施に向けた取組「

の状況、一般読者向け情報誌「HUMAN」の刊行、大学共同利用の推進の状況など。

・ 項目別の状況」の概要として、年度計画の実施状況の具体的内容の記載が無くな「

り、年度計画の進捗状況の自己評価をⅠ～Ⅳの四段階で記載していることなど。

の説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。

藤井委員から 「HUMAN」の刊行は、人間文化研究の成果発信として非常に有意義である、

旨の意見があった。また、現代中国地域研究について 「評価要項を作成した 」との記載、 。

があるが、評価が負担となって研究が萎縮してしまわないかとの質問があった。

機構長から、
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・今後も継続して現代中国地域研究を継続すべきか判断するためには、評価の実施は

必要不可欠であり、昨年度はイスラーム地域研究においても同様の評価を実施した

ところである。

・評価の実施にあたっては、過度の負担とならないよう配慮をしながら行いたい。

旨の回答があった。

（２）平成２２事業年度決算（案）について

中尾理事から、資料２に基づき、平成２２事業年度決算（案）について、

・貸借対照表及び損益計算書の概要。

・当期総利益のうち現金の裏付けのある額については目的積立金化の申請を行う予定

であるが、会計検査院の指摘により、審査の厳格化が予想されること。

などの説明があり、審議の結果、今後の会計監査人からの指摘等による修正等は、機構長

に一任することとし、了承された。

大原委員から、目的積立金は法人の円滑な運営に必要と思われる旨の意見があった。

（３）平成２４年度概算要求（案）について

中尾理事から、資料３に基づき、平成２４年度概算要求（案）について、

・運営費交付金特別経費については、継続事業として８件、新規事業として４件、基

盤的研究設備として３件の要求を行う。

・施設整備費については、施設整備事業として１０件、営繕事業として７件の要求を

行う。

などの説明があった。

機構長から、今年度は文部科学省によるヒアリングは実施されない予定である旨の説明

があった。

（４）国立国語研究所の組織・業務調査について

中尾理事から、資料４に基づき、国立国語研究所の組織・業務調査について、

・国において、独立行政法人に係る改革を推進するための文部科学省関係法律の整備

等に関する法律附則第１５条の規定に基づき、国立国語研究所の組織及び業務につ

いて検討する必要があること。

・文部科学省からの依頼に応えて必要な調査検証を行うため「国立国語研究所組織・

業務調査委員会」を設置した。

・委員会は、独立行政法人国立国語研究所（以下「旧研究所」という ）の業務・組。

織と対比して、大学共同利用機関国立国語研究所における業務及び同業務を担う組

織について、それが大学共同利用機関にふさわしいものとなっているかについて調

査・分析を行い、特に、国語に関する調査研究等にかかわる旧研究所の関連業務・

組織を大学共同利用機関として適切に継承しているかを検証する。

などの説明があった。

（５）国家公務員の給与改定に伴う機構役職員の給与改定について

栗城理事から、資料５に基づき、国家公務員の給与改定に伴う機構役職員の給与改定に

ついて、

・国においては、厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、国家公
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務員の給与に関する特例を定める法律案を今国会に提出することが閣議決定された

こと及びその概要。

・法律が成立・施行された場合は、本機構においても、各機関の過半数代表者との協

議を経て、同様の措置を実施する予定である。

旨の説明があり、審議の結果、承認された。

（６）夏季一斉休業について

栗城理事から、資料６に基づき、夏季一斉休業について、趣旨、実施期間、関連規程の

一部改正の概要等の説明があり、審議の結果、承認された。

、 、 、あわせて 機構長から 成果公開における地域の裾野の拡大及び節電対策の一環として

今年度の公開講演会・シンポジウムを京都及び大阪で開催することを予定している旨の報

告があった。これに関連して、岩男委員から、第１５回公開講演会・シンポジウムのチラ

シについて、主催者が人間文化研究機構であることが解りにくい旨の意見があった。

（報告事項）

（１）総合研究推進委員会の進捗状況について

中尾理事から、総合研究推進委員会の進捗状況について、

・法人改革が強く求められる中、各機関の特色を生かしながら機構全体としての活動

の将来の方向性を検討するため、教育研究評議会のもとに総合研究推進委員会を設

置した。

・昨年度は、委員会を６回開催し、各機関及び機構全体で取り組んでいる事業の現状

分析を行い、問題点を抽出した。

・次回の教育研究評議会において中間報告を行い、今年度中に、問題点の整理及び対

処方法の検討を行う予定である。

旨の報告があった。

（２）平成２２年度監事監査概要について

広渡監事から、資料７に基づき、平成２２年度監事監査概要について、重要な会議への

出席状況・各機関への往査状況・監査結果の概要などの報告があった。

（３）第１期中期目標期間の業務の実績に関する評価の結果について

中尾理事から、資料８に基づき、第１期中期目標期間の業務の実績に関する評価の結果

について、

・本機構の評価結果は、前回の協議会で報告した評価結果（原案）と同じである。

・国立大学法人評価委員会委員長の所見の概要。

・改革推進状況として取り上げられた本機構の取組事例。

などの報告があった。

（４）平成２３年度計画について

中尾理事から、資料９に基づき、平成２３年度計画について、前回の協議会で審議・承

認いただいたとおり、平成２３年３月３１日に文部科学省に提出した旨の報告があった。
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（５）国立歴史民俗博物館における債権の徴収不能について

、 、 、中尾理事から 資料１０に基づき 国立歴史民俗博物館が国から承継した債権について

相手方が破産し、裁判所が破産手続の廃止を決定したが、一般債権への配当が無いため徴

収不能処理を行う旨の報告があった。

（６）平成２２年度国立大学法人施設整備費補助金の計画変更承認について

中尾理事から、資料１１に基づき、国立大学法人施設整備費補助金「 万博記念公園）（

ライフライン再生（受変電設備 」について、事業の完了を平成２４年２月２８日までと）

する計画変更が承認された旨の報告があった。

（７）機構長裁量経費配分について

中尾理事から、資料１２に基づき、機構長裁量経費の配分について、各機関の要望のヒ

アリングを行い、配分方針に基づき、役員会で審議の上、配分を決定した旨の報告があっ

た。

（８）平成２３年度資金運用の状況について

事務局から、資料１３に基づき、平成２３年度資金運用の状況の報告があった。

（９）会計監査人候補者の上申について

栗城理事から、会計監査人候補者の上申について、

・会計監査人候補者の募集を行ったところ４者から応募があり、会計監査人候補者審

査委員による審査結果を役員会で審議した結果、新日本有限責任監査法人を第１候

補者として文部科学大臣へ選任の上申を行った。

・本機構の会計監査人として新日本有限責任監査法人が選任された通知が、文部科学

省から平成２３年６月９日付けで発出された。

旨の報告があった。

（１０）東日本大震災による固定資産の損壊について

中尾理事から、資料１４に基づき、東日本大震災による固定資産の損壊について、国立

歴史民俗博物館の受水槽パネルが歪み漏水していること、これに対して政府災害復旧費の

措置の内示があった旨の報告があった。

（１１）東日本大震災被害状況について

事務局から、資料１５に基づき、東日本大震災被害状況について、国立歴史民俗博物館

においてはアプローチデッキに亀裂が入るなど、また国文学研究資料館においては免震可

動部の防護網に歪みが生じるなどの被害があった旨の報告があった。

（１２）東日本大震災の被災支援について

小野理事から、資料１６に基づき、東日本大震災の被災支援について、

・文化庁からの協力要請を踏まえた文化財等レスキューのため４つの機構内チームを

設置し、機構長裁量経費による財政支援をした。

・被災地の大学等においては研究室や図書・資料等の利用が困難な状況となっている

ことを踏まえ、各機関において研究スペース・図書室の利用等の研究環境の提供を
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行うこととし、被災大学等へ連絡文書を発出した。また、これについても機構長裁

量経費による財政支援をした。

旨の報告があった。

（１３）寄附金の受入について

事務局から、資料１７に基づき、エイベックス・エンタテインメント株式会社からの寄

附金を受入れた旨の報告があった。

（１４）人間文化研究奨励賞（案）について

機構長から、資料１８に基づき、人間文化研究奨励賞について、本機構の設立１０周年

の際に （１３）の寄附金を原資として若手研究者に奨励賞を授与することを検討してい、

る旨の報告があった。

（１５）人間文化研究機構日本研究功労賞（案）について

栗城理事から、資料１９に基づき、人間文化研究機構日本研究功労賞について、目的・

受賞者の選考・選考委員会設置規程（案）の概要等の説明があった。

機構長から、財源の寄附者であるＹＫＫ株式会社における決裁手続きが終了次第、実施

予定であり、また、機構会議において、候補者の推薦準備を依頼した旨の報告があった。

（１６）機構長候補者の推薦依頼について

栗城理事から、資料２０に基づき、機構長候補者の推薦依頼及び選考日程の説明があっ

た。

（その他）

（１）次回の開催日程について

機構長から、次回の経営協議会について、平成２３年１１月１６日（水）に開催予定で

あるとの説明があった。

【配付資料】

資料１ 平成２２事業年度に係る業務の実績に関する報告書（案）

資料２ 平成２２事業年度決算（案）

資料３ 平成２４年度概算要求事項（案）

資料４－１ 国立国語研究所組織・業務調査委員会設置要項

資料４－２ 国立国語研究所組織の調査・検証項目（案）

資料５ 国家公務員の給与の臨時特例に関する法律案の概要

資料６ 夏季一斉休業の対応方針（骨子）

資料７ 平成２２年度監査概要書

資料８ 第１期中期目標期間の業務の実績に関する評価の結果について

資料９ 平成２３年度計画

資料１０ 国立歴史民俗博物館における債権の徴収不能について

資料１１ 平成２２年度国立大学法人施設整備費補助金の計画変更承認通知書

資料１２ 機構長裁量経費配分

資料１３ 平成２３年度資金運用の状況について
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資料１４ 東日本大震災による固定資産の損壊

資料１５ 東日本大震災被害状況

資料１６－１ 文化財等レスキューへの機構内チームの設置について

資料１６－２ 被災大学の研究者の皆様へ

資料１７ 寄附金の受入について

資料１８ 人間文化研究奨励賞（案）について

資料１９ 人間文化研究機構日本研究功労賞（案）について

資料２０ 人間文化研究機構長候補者選考日程

【参 考】

○経営協議会委員名簿

○活動報告及び活動予定

以上、この経営協議会議事概要を確認し、以下に署名捺印する。

平成２３年６月１３日

署名人 委 員

猪 木 武 徳

署名人 委 員

後 藤 祥 子


